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自己紹介
 社会医療法人名古屋記念財団 理事長



 1994年 名古屋大学医学部卒業

 1994年 小牧市民病院研修医

 1999年 英国アストン大学経営学大学院 終了

 2000年 新生会第一病院勤務

 2006年 社会医療法人名古屋記念財団 理事長

 政府 新型コロナウイルス感染症対策分科会 構成員

 厚生労働省 新型コロナウイルス感染症対策アドバイザリーボード

医療従事者の需給に関する検討会 構成員

看護職員需給分科会 構成員

中央社会保険医療協議会 委員

 日本医療法人協会 副会長

 日本病院会 参与

 四病院団体協議会（四病協） 医療保険・診療報酬委員会 副委員長

 全日本病院協会 医療保険・診療報酬委員会 副委員長

2023.8で終了

2023.11から

2024.3で終了
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HOSPYグループ

社会医療法人名古屋記念財団
 名古屋記念病院（416床）

 新生会第一病院（144床）

 東海クリニック

 東海知多クリニック

 金山クリニック

 鳴海クリニック

 平針記念クリニック
 ホスピ―訪問看護ステーションサルビア

 ホスピ―居宅介護支援事業所

医療法人新生会
 新生会クリニック

社会福祉法人新生会
 障害者施設あしたの丘

 新生会附属診療所

名古屋記念病院
• 病床数416床

• 急性期一般入院基本料１⇔２

• DPC標準群

• 総合入院体制加算3

• 臨床研修指定病院

• 地域医療支援病院

• 地域災害拠点病院

• 愛知県がん診療拠点病院

• 救急車受入れ約6000台/年

新生会第一病院
• 病床数144床

• 急性期一般入院基本料４

• 地域包括ケア病棟１

• 医療療養病棟１
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本日のおはなし

はじめに

令和６年度診療報酬改定の振り返り

 非常に厳しい病院経営環境

なぜ、病院経営はこれほど厳しいのか

 流れを変えるための全力の活動

足元の医療提供体制改革の理解

まとめ



２０２５年１月２２日病院団体緊急要望
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日立おおみか病院が破産、負債総額は約4億8000万円
（2024.9.17）東京商工リサーチ 2024年9月17日

 （医）仁愛会（日立市大みか町2、設立1974（昭和49）年4月、理事長：矢ケ崎千良氏）は8月22日、
水戸地裁日立支部より破産開始決定を受けた。破産管財人には白土大作弁護士（さわやか日立法
律事務所）が選任された。

 負債総額は約4億8000万円。

 1962年に「茅根医院」として開院し、日立市を中心に地域医療に貢献してきた。しかし、同市の
人口が減少するなか、大型病院が新設されるなどして経営が悪化。このため、2013年には創業者
一族が経営から退き、本館病棟の改修や「日立おおみか病院」への改称などにより立て直しを図って
きた。

 それでも、外来患者数や入院患者数に大幅な回復はみられず、たびたび赤字を計上。2023年3
月期には売上高4億5087万円に対して1億1507万円の赤字となった。2024年3月期も赤字を計
上し、1575万円の債務超過に転落。先行きの見通しも立たないことから、今回の措置となった。

 なお、「日立おおみか病院」は9月末を以って閉院予定。
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杏林病院が破産申請 佐世保市の救急告示病院…入院
患者の転院進める（2024.6.21 長崎新聞）

 長崎県佐世保市早苗町の医療法人篤信会「杏林病院」（神尾昭紀理事長）は２０日、長崎
地裁佐世保支部に破産手続きの開始を申し立てた。負債総額は約１１億７千万円。現在
約９０人の入院患者がおり、同病院は早期転院を進めるとしている。
代理人弁護士事務所によると、同法人は１９７４年に個人経営病院として開業。８２年

に名称を杏林病院に変更し、２０１７年に医療法人篤信会となった。内科、外科、呼吸器
科など１１の診療科目があり、病床数は１８０床。職員数は常勤医師８人や非常勤医師を
含め約１４０人。
同病院は同日から新規の外来患者の受け付けを停止。今後、医師会や関係機関の協力

を得て、入院患者の転院や、通院患者の他の医療機関への受診を進めるとしている。
同病院は市内に１１ある救急告示病院の一つで、そのうちの二次救急輪番病院にも指

定されている。市医師会は「救急患者の搬送をほかの病院で受け入れる対応が必要となっ
てくる。また、入院患者の転院がスムーズにいくよう協力していきたい」としている。
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吉祥寺南病院が2024年9月30日をもって診療休止へ

吉祥寺南町の「吉祥寺南病院（医療法人啓仁会運営）」が2024年9月30
日(月)をもって診療を休止することを発表した。

昭和45年に建てられた現施設。54年の長きにわたり使用し、耐震性や電
気をはじめとする設備などの老朽化により運営に来す支障を抱え、建物の
建替えが大きな課題となっていたそう。建物の建替えをはじめ診療環境の
継続についても検討してきたそうですが、近年の建築費の高騰、現施設で
の療養環境の維持は困難と判断し、診療の継続を断念せざるを得ないと
決定。

なお、今後の動向としては、吉祥寺南病院の許可病床を継承してもらえる
他法人を探していく予定で、地域医療に対する影響を最小限にとどめる努
力をしていくとのことです。
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JA新潟厚生連の経営悪化 “来春 資本枯渇か” 地域医療存続へ
6市が県に緊急措置を要望 テレビ新潟 2024/8/27

県内で11の病院を運営するJA新潟厚生連は経営状況の悪化から医療提
供体制の維持が困難になるおそれがあります。病院が立地する6つの市は
緊急的な措置を講じるよう県に要望しました。

 JA新潟厚生連は昨年度の決算で35億9000万円余りの赤字となりまし
た。今年度は60億円以上の赤字が見込まれ、来年4月には資本が枯渇す
るおそれがあると発表しています。

 そうした中、JA新潟厚生連が地域医療の基幹的な役割を担う糸魚川市
や佐渡市など6つの市で構成される協議会は県に緊急的な措置を講じる
よう要望しました。

県内では13ある県立病院も厳しい経営状況に置かれているため、今後、
地域医療の提供体制が大きな課題となります。
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「今のままの診療報酬では倒産する病院も」全自病会長
2024年度の収支見込、400床以上では医業利益が約8億3900万円減
2024年12月13日 (金) 岩崎雅子（M3.COM）

 全国自治体病院協議会会長の望月泉氏は12月12日の記者会見で、会員病院の2024年度上半
期収支と通期決算見込みの調査結果を発表し、「今の診療報酬のままでいくと大変な事態が起きる
。倒産する病院も出てくるのではないか。2年を待たない診療報酬改定をお願いしたい気持ちだ」と
窮状を訴えた。400床以上の病院では、対前年度比の医業利益が通期平均で約8億3900万円減
少する見込みとなった。

 調査は10月28日から12月4日にかけて会員病院846施設に対して実施、35％に当たる297施
設が回答した。うち有効回答（224病院）の2024年度上半期収支の合計は、医業収益が9730億
円と前年度同期比1.8％増加したものの、医業費用が1兆299億円と同3.5％増加した。患者単価
や病床稼働率の向上、外部委託費用の見直しを通じたコスト削減などの収益向上策を実施したが、
人件費や材料費などの医業費用の上昇が医業収益の増加を上回った。

 医業収支比率は94.5％と前年度同期比1.5ポイント悪化し、医業利益の対前年度同期比は平均
で、▽200床未満では2300万円減、▽200床以上399床以下では7000万円減、▽400床以上で
は1億4500万円減──と、病床規模が大きい病院ほど大幅に減少した。

 2024年度通期決算見込みは、さらなる医業費用の増加が予測されることなどから、上半期収支
よりも厳しい数字となった。医業利益の対前年度比は平均で、▽200床未満では8400万円減、
▽200床以上399床以下では4億9700万円減、▽400床以上では8億3900万円減──で、全体
の医業収支比率は85.5％と対前年度比4.2ポイント落ち込む見込みだ。
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国立大42病院の人件費310億円増、働き方改革や人事院勧告で
「現在の構造ではとても立ち行かず」2024年度の収支見込みが悪化
2024年12月13日 (金) 小川洋輔（M3.COM）

 国立大学病院長会議は12月13日の記者会見で、42病院のうち32病院で2024年度
の収支が赤字見込みとなり、赤字額は計281億円に上ると明らかにした。10月に公表し
た8月時点の推計からさらに悪化した。大鳥精司会長（千葉大学医学部附属病院長）は、
働き方改革や公務員の給与引き上げを求める人事院勧告への対応によって人件費が42
病院で計310億円増える一方、ベースアップ評価料など診療報酬改定に伴う増収は117
億円にとどまるとの見通しを示し、「いくら稼働率を上げて収入を増やしても、大きな支
出が覆い被さってくる。現在の構造ではとても立ち行かない」と窮状を訴えた。

 同会議によると、国立大学42病院の2024年度の収支見込みは、11月時点の推計で
254億円の赤字となった。8月の推計では235億円の赤字だった。赤字となる32病院に限
ると赤字額の合計は281億円だった。8月の推計でも32病院で赤字の見通しで、赤字幅
は260億円を見込んでいた。わずかに黒字の病院もあれば、30億円近い赤字の病院もあ
るが、設備投資に伴う借入金の状況によって差が出るケースが多いという。
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中央社会保険医療協議会
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中医協って？

 中央社会保険医療協議会の略称で、厚生労働省の１２の審議会・検討会の一つ
 社会保障審議会、厚生科学審議会、労働政策審議会、医道審議会、薬事・食品衛生審議会、中央
最低賃金審議会、労働保険審議会、中央社会保険医療協議会、社会保険審議会、独立行政法人評
価委員会、疾病・障害認定審査会、援護審査会

 診療報酬、保険医療機関及び保険医療養担当規則並びに訪問看護療養費に関する
事項等について厚生労働大臣の諮問に応じて審議、答申するほか、自ら建議すること
ができる

 根拠法は昭和２５年制定の社会保険医療協議会法

 総会のほか、４つの分科会・委員会で審議
 調査実施小委員会、薬価専門部会、保険医療材料専門部会、診療報酬基本問題小委員会
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中医協設立まで

 昭和２年の健保法施行以来、診療報酬は、政管健保は人頭割請負方式、組合健保
は組合と医師会との契約。

 昭和１８年健保法改正で、診療報酬に点数単価方式が採用され、「診療報酬は、医
師会や健保連、国保など関係者の意見を聞いて厚生大臣が定める」と改定。

 昭和１９年６月、厚生省に社会保険診療報酬算定協議会が設けられ、学識経験者
の意見も聞いて定められるようになる（委員３３名、うち診療側１１名）

 昭和２５年４月、中医協が発足（社会保険医療協議会法）。保険者団体、被保険者
・事業主代表、診療側代表、公益代表の４者構成。

 昭和３６年１１月１６日中医協改組法公布、施行。支払い側代表、診療側代表、公
益側代表の３者構成となる。
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中医協委員

 １号（支払い側）および２号（診療側）の委員は各団体の推薦を受けた委員を厚生労
働大臣が任命。公益側委員は衆参両院の同意を得ることとされている。

 １号側委員は、健保連、国保連合会の推薦委員と、被保険者代表として連合の推
薦委員、事業主の代表として経団連推薦委員など。

 ２号側委員は、7人のうち３人が日本医師会推薦、２名が日本病院団体協議会推
薦。2名が日本歯科医師会、日本薬剤師会の推薦

 任期は２年。

 慣例で３期６年まで。

 ７０歳は超えない（最近、変わったらしい）
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急性期病院の経営状況
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厚生労働省医療経済実態調査から作成

コロナ補助金
除く総損益差
額



２０２３年１１月７日中医協総会

 本日初めての議論への参加ではありますが、今回改定における入院医療に関しての非常に重要な会議でございますので、論点に関し
ての意見の前に、私が入院基本料というものが病院運営において、どういう位置づけのものと考えているかについて、特に病棟におけ
る人件費コストと、その関係性に関して少しお時間をいただき、お話をさせていただければと思います。
我々は、入院基本料というものは、病棟における入院管理に必要なコストを担保する必要があるとの基本認識でおります。診療報酬

制度はあくまでも支払制度であり、その原則を無視して入院基本料が設定されることはあってはならないと感じております。
現在の入院基本料は、平成12年に入院時医学管理料、看護料、入院環境料を包括し設定された点数でございますが、その大部分は

看護料でありました。病棟で必要な人件費を担保する点数だということです。重症度、医療・看護必要度も当初は看護必要度として、
看護師の手間、すなわち病棟で必要な人件費を適切に評価できる指標として開発が始まったものでした。それが徐々に病院の機能分
化のための指標としての意味合いが濃くなっていったことは、本日の資料に示されているとおりです。
本日提示いただいた資料において、医療資源投入量に関しての資料が幾つか出されております。ここで言う医療資源投入量というも

のは、出来高換算点数から入院料、リハビリテーションを除いたもの、すなわち、処置、手術、薬剤などのコストを指しますが、しかし、そ
れには患者の治療に必要な人件費部分は入っておりません。
現在の病院において最も貴重で高価な医療資源は何かといえば、それは人です。医療従事者です。病院のコストの半分以上は人件費

です。その最も重要な医療資源の必要量に関しての資料が、本日示された資料には含まれておりません。
病院は、効率的に医療を提供していく努力を継続していきますが、機械が、ICTが、病棟における患者のケアをしてくれるわけではあ

りません。医療は人が行うものであり、そして治療に人手がかかる疾患、患者層というものが多数存在します。
我々は、病院の機能分化に反対ではありませんが、機能分化した先で、主に高齢者を中心に受け入れる病棟において、ケアに必要な

人的コストが担保される診療報酬点数が必要と考えております。
もしそれが不十分な場合には、現場は不足するスタッフで非常に労力がかかる患者をケアすることを強いられることとなり、医療現場

の持続可能性が損なわれることとなるからです。
そして、現在の入院基本料が、重症度、医療・看護必要度に直接ひもづいている現状では、必要度の見直しに関しては、人的医療資

源を含む医療提供コストの観点も含め、慎重に検討していく必要があると思っております。
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2024年１月３１日中医協総会（公益裁定日）

 私も何度も発言してまいりましたが、現在、重症度、医療・看護必要度というものは、急性期入院基本料に直接ひもづいてお
り、この変更は医療機関の経営に大きな影響を及ぼします。
再度主張しますが、見直しをするにしても、地域の医療提供を維持するためには、できる限り影響が大きくならない案、また

、カットオフ値を設定すべきであります。
先日も発言しましたが、今回の医療経済実態調査の結果で示されたとおり、多くの日本の病院は、医業損益が大きな赤字の

中で厳しい運営をしております。民間の医療法人ですら、二期連続医業損益が赤字という結果でした。
実調の結果を、一時的なコロナの補助金を加えて評価すべきか、加えないべきかに関して、１号側、２号側で意見が分かれ

ましたが、昨年10月の補助金がなくなった以降、さらに地域の病院は厳しい経営状況に置かれています。医療を提供している
多くの病院が赤字に陥っている状態です。
そもそも過去、なぜ、７対１の入院基本料の病床が減らなかったのでしょうか。それは地域で適切な病院医療を患者に提供す

るために、現場が必要としていたからです。実際に医療従事者が必要な、すなわち人手を要する患者が増加していたからです
。入院患者に占める高齢者の増加に関しては、何度も指摘されています。病院の現場は、年々治療上、人手を要する患者が増
えている中、何とか医療提供を維持するために必要な人員を必死に確保してきました。
今回、改定の中医協議論において、私は何度も病棟における人的資源の投入量に関しての分析を求めてきましたが、結局、

資料は提出されることはなく、議論に至りませんでした。現場が求めている病棟運営を維持する診療報酬上の仕組みが全く検
討されないまま、入院基本料に直結する重症度、医療・看護必要度の厳格化が進められようとしています。
この見直しにより、地域の医療現場では、求められる医療提供を継続できない病院も出てくることを強く危惧いたします。
見直しにおいては、地域の入院医療提供体制の維持にできる限り大きな影響を与えないよう、地域における病院医療提供

体制に取り返しのつかない結果を及ぼさないよう、できる限り影響が大きくならない案、また、カットオフ値を設定すべきだと、
再度強く主張いたします。
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22
医業損益の2 年連続年度比較（2022 年度／2023 年度） 2023年度全病院の医業損益（稼働100 床あたりの平均）
で見ると、医業利益はマイナス20,029万円、経常利益はマイナス3,412万円、補助金を除く損益差額は
マイナス１６,１０５万円、コロナ関連の補助金を除く経常利益はマイナス8,391万円であり、
全病院の平均経常利益は、2022年度プラス4.9％の黒字より2023年度マイナス１.２％の赤字となった。 



23

医業損益の前年同月比較（2023 年6 月/2024 年6 月） 全病院の医業損益（稼働100 床あたりの平均）で見ると、
医業収益は前年比マイナス０.１％、医業費用は前年比プラス0.9％増となり、稼働100床当たり医療利益の
赤字幅は241万円の拡大、医業外収益はマイナス158万円の減収、
経常利益はマイナス1,379万円からマイナス1,732万円となり、赤字幅は353万円拡大していた。 

医業収益-0.1％

医業費用+0.9％

医業利益、
経常利益とも
悪化









２０２３年８月２５日 社会保障審議会 医療部会 資料より



８２２億円
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２０２4年4月26日財政制度分科会資料



2024.3.5 財政制度分科会資料より
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2024.3.5 財政制度分科会資料より
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２０２4年4月26日財政制度分科会資料
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２０２4年4月26日財政制度分科会資料



子ども財源、歳出削減が課題 他予算も活用、2兆円捻出へ
2023年5月24日 

 政府は来年度からの「異次元の少子化対策」の財源について、「徹底した歳出改革」を軸に確保する方針だ。3年間の
集中期間中に積み上げる年3兆円規模の追加財源のうち、公的医療保険料の引き上げなど新たな負担は1兆円程度
に抑制。2兆円規模を、社会保障費の歳出削減やすでにある予算の活用などで捻出することを目指す。ただ、医療・介
護の歳出削減に切り込めば業界や国民の強い反発も予想され、調整は難航しそうだ。

 首相が議長を務め、関係閣僚や有識者が参加する「こども未来戦略会議」は今月22日に財源を巡る議論を本格化さ
せた。会議で、首相は「消費税を含めた新たな税負担は考えていない」と早々に増税論議を封印。歳出削減に白羽の矢
が立った格好だ。

 一方、首相は同日の会議で、子ども・子育て支援策に関し「歳出改革の積み上げなどを待つことなく、前倒しで速や
かに実行する」と強調した。このため財源措置が間に合わない当初2年程度は、将来の歳入で償還する「つなぎ国債」を
発行して充当する方針だ。

 財源の柱となる歳出削減は、社会保障分野での実現を目指す。社会保障以外の分野については、「歳出改革分を（増
額する）防衛費に回す必要がある」（財務省幹部）からだ。

 具体的には、医療分野のデジタル化による重複投薬・検査の回避などを視野に入れる。もっとも、これだけで兆円規
模の捻出は困難。診療や介護、調剤報酬の見直しのほか、所得や資産に応じた高齢者の負担の在り方など、国民生活
に広く影響を与えるような課題も検討対象となる可能性がある。【時 事】
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少子化対策、医療・介護「切り崩し」に反対 12団体が合同声明
2023年5月25日

 政府の少子化対策に向けた財源確保が課題となる中、日本医師会など医療・介護関係12団
体は25日、「医療・介護における物価高騰・賃金上昇への対応を求める合同声明」を発表した。
少子化対策の財源を捻出するため、診療報酬・介護報酬の抑制、医療機関収支の適正化など
を求める意見が出ていることを踏まえ、「少子化対策は大変重要な政策ですが、病や障害に苦
しむ方々のための財源を切り崩してはなりません」と訴えている。

 声明では、公定価格で運営する医科・歯科医療機関、薬局、介護施設などは、「価格に転嫁す
ることができず、物価高騰と賃上げへの対応には十分な原資が必要」だと説明。全就業者の約
12％に当たる医療・介護分野の就業者が十分に役割を果たせるよう、「医療・介護分野におけ
る物価高騰・賃金上昇に対する取り組みを進める必要がある」と主張した。

 政府が6月にまとめる「骨太の方針」で、2024年度トリプル改定の対応を明記し、必要財源を
確保するよう「医療・介護界全体で強く求める」としている。

 合同声明を発表したのは、次の12団体。

 ▽日本医師会▽日本歯科医師会▽日本薬剤師会▽日本看護協会▽日本病院会▽全日本
病院協会▽日本医療法人協会▽日本精神科病院協会▽全国医学部長病院長会議▽全国老
人保健施設協会▽全国老人福祉施設協議会▽日本認知症グループホーム協会―。 37



子ども財源の確保、「社会保障費削減」に反対相次ぐ 自民・政調全体会
議 2023年5月26日 

 自民党は26日、政調全体会議を開き、子ども・子育て政策の財源について議
論した。財源確保を巡って社会保障分野の歳出改革が取り沙汰されているこ
とを受け、社会保障費の削減に反対する意見が相次いだ。医療機関や介護施
設は物価や人件費の高騰で厳しい状況にあるとし、報酬改定での対応を求め
る意見も多かった。

 ●医療・介護・福祉の「崩壊を招く」 田畑厚労部会長

 会議では、党内の各部会の代表者から意見を聞いた後、他の出席議員に発
言を求めた。

 厚生労働部会の田畑裕明部会長は、少子化対策の重要性に理解を示した
上で、「社会保障のみから財源を捻出するのは許容できない」とし、社会保障
費の削減に反対した。「社会の基盤である医療・介護・福祉制度の崩壊を招く
」と強調し、党内でさらに議論が必要だとした。この発言を受け、「そうだ」「よ
し」との声が上がり、拍手が湧き起こった。

 田畑部会長は、これまでも社会保障費を毎年2000億円程度、圧縮してき
たと説明。医療・介護・障害福祉・医薬品業界は限界にあるとした。光熱水費
の高騰などで医療機関の経常利益はマイナスになっており、公定価格の医療・
介護分野などで働く人への支援は滞っていると主張。「大変悲痛な声を聞いて
いる」と訴えた。医薬品についても日本市場が魅力を失い、「ドラッグ・ロス」「ド
ラッグ・ラグ」が生じていると懸念を示した。
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経済財政運営と改革の基本方針2023 について
令和５年６月16 日閣議決定

 次期診療報酬・介護報酬・障害福祉サービス等報酬の同時改定においては、物価高騰・賃金上昇、経営の状況、支え手が減
少する中での人材確保の必要性、患者・利用者負担・保険料負担への影響を踏まえ、患者・利用者が必要なサービスが受け
られるよう、必要な対応を行う。その際、第５章２における「令和６年度予算編成に向けた考え方」266を踏まえつつ、持続可
能な社会保障制度の構築に向けて、当面直面する地域包括ケアシステムの更なる推進のための医療・介護・障害サービスの
連携等の課題とともに、以上に掲げた医療・介護分野の課題について効果的・効率的に対応する観点から検討を行う。

 266 第５章２②で引用されている骨太方針2021においては、社会保障関係費について、基盤強化期間における方針、経済・物価動向等を踏まえ、その方針を継続
することとされている。

 ２．令和６年度予算編成に向けた考え方

 ① 前述の情勢認識を踏まえ、持続可能な成長の実現に向けた経済構造の強化を進め、日本経済を本格的な経済回復、そ
して新たな経済成長の軌道に乗せていく。

 ② 令和６年度予算において、本方針、骨太方針2022及び骨太方針2021に基づき、経済・財政一体改革を着実に推進す
る。ただし、重要な政策の選択肢をせばめることがあってはならない。

 ③ 構造的賃上げの実現、官民連携による投資の拡大、少子化対策・こども政策の抜本強化を含めた新しい資本主義の加
速や防衛力の抜本的強化を始めとした我が国を取り巻く環境変化への対応など、重要政策課題に必要な予算措置を講ず
ること等により、メリハリの効いた予算編成とする。

 ④ 新たな拡充を要する政策課題を含め、ＰＤＣＡやＥＢＰＭの取組を推進し、効果的・効率的な支出（ワイズスペンディング）
を徹底する。単年度主義の弊害是正に取り組み、事業の性質に応じた基金の活用・事業効果の見える化、経済・財政一体改
革における重点課題への対応など中長期の視点に立った持続可能な経済財政運営や社会保障制度の構築等を進める。

「患者・利用者負担・保険
料負担の抑制の必要性」を
削除

39

社会保障関係費は高齢化の伸
びに抑える



２０２３年９月２７日 財政制度分科会（総論）より
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2023 年度 病院経営定期調査 概要版（中間報告）
2023.10.10

日病、全日病、医法協合同調査より
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岸田首相、臨時国会における所信表明演説（２０２４年１０月２３日）

現場で働く方々の給与に関わる公定価格の見直しを進め、高齢化等による事業
者の収益の増加等が処遇改善に構造的につながる仕組みを構築します

原案は
「収入」

２０２３年９月２７日 財政制度分科会（総論）より
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 出席議員によると、公定価格の見直しを巡って、「医療
も介護も公定価格で賃上げに対応できていない」「見
直しではなく、引き上げと書くべきだ」「改定を待たず
に引き上げるべきだ」と異論が相次いだ。

 収益増加等が処遇改善につながる仕組みについては
、「意味不明だ」「収益は事業者ごとにばらつきがある」
「高齢化で伸びているわけではない」との声が上がった
。「断固反対だ。報酬で手当てすべきだ」「トリプル改定
で相応のプラス改定を実施すべきだ」と主張する声も
あった。

 会議は予定の1時間を超えて約3時間に及び、85人の
議員が発言した。自民党は31日に、再び経済対策を
議論する予定だ。 43
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45

２０２３年11月２4日 中医協総会資料より

病院の経営状況の
大幅な悪化





2024.3.5 財政制度分科会資料より
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病院経営の危機的状況に対する救済措置・財政支援の要望 
（2024 年９月 18 日 ）

 日本病院会、全日本病院協会、日本医療法人協会の3病院団体は、診療報酬改定や、我が国の経
済状況が医療機関に与える影響を調査・検証し、会員病院の運営に資すると共に、次回改定に向け
て医療政策が改善する資料として発信していくことを目的として合同で調査を行っている。 ここに
中間結果（速報値）を取りまとめたので報告する。 

 3病院団体による2024年度病院経営定期調査の中間報告（速報値）により、病院の経営状況が急
速に悪化していることが明らかとなった。 

 医業損益の前年同月比較（2023 年6 月/2024 年6 月）では減収・減益となっており、極めて厳し
い経営状況が明らかとなった。 

 病院は深刻な経営不振の状況に陥っており、このままでは地域医療に少なからず影響が出る恐れが
高い。国民の生命を守るためにも、特例的な救済措置・財政支援を求める。 
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四病協会長、加藤財務大臣への緊急要望書提出（2024.11.11）

52



日医「全医療機関で2%以上の賃上げ」など厚労相、財務相に要望松本会長
「物価高騰と賃上げ、医療機関に大きく影響」
M3.COM レポート 2024年10月11日

 日本医師会会長の松本吉郎氏は10月11日、2024年度補正予算における医療分野の物価高
騰、賃上げへの対応について、10日に加藤勝信財務相、11日に福岡資麿厚生労働相と面会
し「全ての医療機関で2%以上の賃上げを実現できるよう支援を」など、6点を要望したこと
を明らかにした。松本会長は「物価高騰と賃上げが相まって、公定価格によって医療機関に
大きな影響を及ぼしている。これは喫緊の課題で、補助金などで機動的に対応していただき
たいということでお願いした」と話した。

 松本会長によると、両大臣は「状況はよく分かった。どういった支援が考えられるかにつ
いては、もう少しよく調べてから着手したい」との反応だったという。

 支援の方法として、松本会長は「今回の要望は、あくまで補助金での対応をお願いしたいと
いう趣旨」と説明した。「臨時交付金の支援だと行き渡るのに時間がかかり、都道府県によ
って対応に濃淡がある。平等性ということを考え、補助金でお願いしたい」。
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2024年診療報酬改定

日本経済がインフレ局面に転換した中にもかかわらず、社会保障財源の
圧縮は、過去と同様に実施された（高齢化の伸びに抑える）
 医療界は、２０２４年改定では日本医師会、病院団体とも全力で医療費財源の確保を求めたが

、認められなかった。

 医療経済実態調査において、病院経営が危機的な状況であることが明白であるにも関わらず、
病院の窮状は伝わっておらず、対応されなかった。

 物価上昇に伴う医療機関の負担増への評価は認められなかった。

病院経営は危機的な状態まで悪化し、緊急の財政支援を要請。補正予算
で、すこし対応された←NOW

財源が限られる中で、医療従事者の処遇改善に関してベースアップ評価料
が新設された。

医療・介護の同時改定であり、高齢者救急患者への対応がトピックにあがり
、１０年ぶりに新たな入院料（地域包括医療病棟）が新設された。



病院医療を守るために病院団体はさまざま活動を本格化

 しかしながら・・・



本日のおはなし

はじめに

令和６年度診療報酬改定の振り返り

 非常に厳しい病院経営環境

なぜ、病院経営はこれほど厳しいのか

 流れを変えるための全力の活動

足元の医療提供体制改革の理解

まとめ







２０２4年５月23日経済財政諮問会議 十倉議員提出資料より



2022年３月４日 第７回第８次医療計画等に関する検討会資料より
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２０２4年4月２日 経済財政諮問会議資料より



2024年4月2日経済財政諮問会議 内閣府提出資料より
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２０２4年4月26日財政制度分科会資料



医療の財源確保に医療界の全力の対応が必要な状況
・・・・しかし医療側も変わらなければならない

日本の医療が撤退戦を戦うためにも、必要な財源の確保は不可欠

 現在の高齢化の伸びに抑えるという政府方針はインフレ下では持続可能性はない。

 政治家、国民に現実の病院の姿をしっかり伝えるための広報が重要（医政活動の重要性）

 ・・・しかし、医療提供体制の大幅な見直しは避けては通れない。

 2040年の地域医療提供体制は、今の延長線上には、たぶん答えはない・・・

 地域の医療提供体制は大きく変わることになる。

 この大改革の前に、自治体立病院への8500億円の繰入金問題は何とかしておきたかった。

 2040年の、社会環境（生産年齢人口、財政制約など）で、貴院は今と同じ医療が提供でき
ますか？

 地域における病院機能の再編、撤退も含め、各病院は真剣に検討すべきではないか？
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2024年5月22日 新たな地域医療構想等に関する検討会（江澤委員）資料より
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2024年5月22日 新たな地域医療構想等に関する検討会（江澤委員）資料より
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2024年5月22日 新たな地域医療構想等に関する検討会（江澤委員）資料より
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2024年5月22日 新たな地域医療構想等に関する検討会（江澤委員）資料より



本日のおはなし

令和６年度診療報酬改定の振り返り

 非常に厳しい病院経営環境

なぜ、病院経営はこれほど厳しいのか

 流れを変えるための全力の活動が必要

足元の医療提供体制改革の理解

まとめ



まとめ（その１）
マクロでみると病床稼働率はコロナ後、改善していない。

 入院受療動向の変化

 高齢者施設の増加、在宅医療の普及

 制度誘導（重症度、医療・看護必要度）

 医療従事者確保の困難性の増大

その結果、病院経営は現在の診療報酬点数では維持不可能な状況。

 しかし、簡単に医療費抑制政策は転換されない可能性が高い。

他力本願ではなく、まずは自力で生き延びるための全力の対応を。

 稼働率の確保は絶対条件＝真に地域でニーズのある医療

 地域包括医療病棟の真剣な検討（＝病院機能の大規模な転換も検討が必要）

 高齢者患者への人的資源必要量で戦ったが、10：1の地域包括医療病棟が限界

 徹底したコスト抑制

自院だけの対応策では、たぶん無理。他院との真剣な連携を検討する必要。



まとめ（その２） （多分に私見です）

医療提供体制の大幅な見直しは避けては通れない。

 2040年の、社会環境（生産年齢人口、財政制約など）で、貴院は今と同じ医療が提供で
きますか？

 地域における病院機能の再編、撤退も含め、各病院は真剣に検討すべきではないか？

 自治体に撤退を泣きつくのもありなのではないか？

 本当に貴院の医療機能が地域に不可欠かが試される。

 しかし日本の医療が撤退戦を戦うためにも、必要な財源の確保は不可欠

 現在の高齢化の伸びに抑えるという政府方針はインフレ下では持続可能性はない。

次回改定は、真剣に我々民間病院の生きるか死ぬかの改定になる。

 閣議決定されている財政フレームを変更してもらえなければ、次の改定も限りなく苦しい

 医政活動、国民への広報を病院団体として全力で行っていく必要がある。
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ちなみに おまけですが、2026年改定は

まずは、改定財源が取れるかどうか？

 たっぷり取れなければ、再度、医療従事者の賃金対応だけ（第2弾ベースアップ評価料）

 トランプさんの防衛費増加圧力、103万円の壁による圧力などなど、さらに社会保障関
係費が圧縮される可能性すらある

 →大幅マイナス改定

 その場合は、ベースアップ評価料すら無いかもしれない。

 すべての入院料の強制的引き下げもありうる

各論では、

 地域包括医療病棟入院料の施設基準の要件は議論されると予測されるか？

 重症度、医療・看護必要度も再度の見直しもありうるか？

 正常分娩の議論は行われる。
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